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モータリゼーションが進行し，高齢化によるバス運転手の不足や路線バスの採算性の低下から，中山間

地域における公共交通の維持が困難となっている．課題解決には，自動運転による運転手不足の解消と，

デマンド交通による効率の向上が有効と考えられる．デマンド交通は，需要に対してどのような運行によ

って送迎を行うかが効率性を高める上で重要である．本研究では，需要に対して効率的な配車経路を求め

るために，配車計画モデルを構築した．本モデルを用いて，過疎化が進む北海道大樹町を対象に，自動運

転型デマンド公共交通システムの運行形態について検討を行い，有効性を評価する．具体的には，需要分

布の偏り，通学による需要ピーク時を考慮した上で，運行形態とエリア分割を定義し，各ケースにおける

採算性，効率性などを評価する手法を検討する． 
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1. はじめに 

 

我が国では，高齢化の進行から自家用自動車を持たな

い高齢者が増加し，地域における公共交通の役割が重要

となっている．そのような状況において，自動車の普及

からバスの利用者は減少し，大都市を除く地域では，一

般乗合バス事業の約 89%が赤字 1)である．地域の公共交

通手段の確保には，補助金を利用した運営や，市町村の

直営または運営委託によるバス事業が存在する．しかし，

需要が疎な地域において，従来の定時定路線バスによる

運行では，採算性を成り立たせることが困難である． 

需要に応じて運行するデマンド交通は，需要が疎な地

域において公共交通の採算性を高めることが考えられる．

また，現在，法整備や開発が進められている自動運転技

術は，バス事業における運転手不足を解決する可能性が

あり，デマンド交通の運転手への高い負荷を無くすこと

が期待できる．そのため，デマンド交通の導入には，自

動運転車両が有効だと考えられる．しかし，デマンドサ

ービスは，サービス形態や，配車がどのように行われる

かなど，運行計画によって採算性と利便性が大きく変動

する．そのため，適切な運行計画を検討し，効率的なサ

ービスを提供するデマンドの配車問題を解く必要がある． 

そこで，本研究では，実地域への自動運転型デマンド

公共交通システムの導入に向けて，デマンドモデルの構

築と，エリア分割による各ケースの利便性，採算性とい

った総合的な評価方法の検討を行う．対象地域は，全国

の中でも高齢化の進行や公共交通サービスレベルの低下

が深刻な北海道大樹町とする．適用には，顧客の利便性

に着目したデマンドモデルを構築し，分割された大樹町

の各サービスエリアの配車計画を解く．エリア分割には，
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分割数を変化させた 3ケースを検討することで，最適な

運行計画を検討する．最後に，各ケースの結果と，運行

計画の評価手法について示す． 

 

 

2. 既往研究の整理 

デマンド交通の配車問題を扱う研究には，計算手法や

ゾーニングに着目した論文が多く蓄積されている．  

山田ら 2)は需要分布がデマンド交通の輸送効率に与え

る影響を明らかにし，需要のグルーピングが輸送効率を

向上させる一方で，利用者への配慮が必要になると示し

た．Wei ら 3)はデマンド交通のサービス範囲が分割され

た際における，需要の各ゾーンへの担当配分に着目し，

輸送効率を高める需要配分手法を提案した．境ら 4)はデ

マンドバスの運用範囲を分割し，面積規模を縮小させる

ことで，走行距離や顧客の所要時間が減少することを示

した． 

これらの研究では，地域の需要に着目し，需要の扱い

に工夫を行うことで運行効率を高める結果を残している．

しかし，運行効率を高める際，顧客の不便さの総量を最

小化するため，顧客の利便性に偏りが生じる可能性があ

る．そのため，本研究では，顧客間で不便さの偏りが平

均化される手法を検討する．配車計画には，先行研究 5)

におけるデマンドモデルを改良して使用する． 

先行研究モデルでは，顧客の希望内容が出発地と目的

地，目的地への希望到着時刻に限られ，アルゴリズム上

の問題から顧客の利便性を損う可能性が存在した．本研

究では，顧客の希望内容に出発時刻を加え，アルゴリズ

ムの修正により，顧客の利便性が高い状態の解が導出さ

れるようにする．さらに，地域の移動需要を分析し，デ

マンドサービス形態の変化による，運行効率，顧客の利

便性への影響を把握する． 

 

 

3. 配車計画モデルの構築 

 

(1) 前提条件 

本研究では，自動運転型デマンド交通による公共交通

システムを想定する．サービス内容は，顧客が出発地と

目的地，出発地からの希望出発時刻または目的地への希

望到着時刻を前日までに予約し，その内容をシステムが

管理することで最適な送迎ルートを作成する．その際，

顧客の送迎時刻が決定され，自動運転型デマンド交通車

両によって送迎が行われる． 

最適な送迎経路を求めるには，複数の目的を持つ

DARP (Dial-A-Ride-Problem)を解く必要がある．最適な経

路に求められる条件は，出発地から目的地までの余分な

乗車時間が短く，実際の送迎時刻と希望時刻の差が小さ

くなることである．しかし，この条件では，顧客の時間

違反を最小化する際に，1 人の顧客に偏った不便さを与

える可能性がある．そのため，本研究では，顧客の利便

性の差が小さくなるように留意する．  

 

(2) モデルの定式化 

本研究では，DARPを解くためのモデルを構築する．

定式化と制約条件を以下に示す． 

�� = �� − �� �1	 
� = �� − �� �2	 
顧客の希望が出発時刻の場合，�� = 0  �� = �� − �� �3	 
顧客の希望が到着時刻の場合，�� = 0  �� = �� − �� �4	 
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制約条件 

�� < �� �6	 1� < 2� �7	 �� ≥ �� �8	 �� ≥ �� �9	 
 

ただし， 

� = 71,… ,:; ：車両のサフィックス 

 = 71, … , ); ：顧客のサフィックス 

��：顧客の出発時刻 

��：顧客の到着時刻 

��：顧客の希望出発時刻 

��：顧客の希望到着時刻 

��：顧客の最小乗車時間 

 �：車両�の走行距離 

'(：超過乗車時間の標準偏差 

'+：希望出発時刻に対する遅発の標準偏差 

'-：希望到着時刻に対する早着の標準偏差 

�+：車両�の出発時刻希望者数 

�-：車両�の到着時刻希望者数 

<�：車両�の総乗車人数 

2�：車両�の最大同時乗車可能人数 

1�：車両�の最大同時乗車人数 

��� = =1,  顧客を車両�で送迎を行う

0,  顧客を車両�で送迎しない 

評価パラメータ， 

w�：車両の走行距離パラメータ 

w"：超過乗車時間パラメータ 
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w$：希望出発時刻に対する遅発パラメータ 

w%：希望到着時刻に対する早着パラメータ 

w&：超過乗車時間の標準偏差パラメータ 

w*：希望出発時刻に対する遅発の標準偏差パラメータ 

w,：希望到着時刻に対する早着の標準偏差パラメータ 

 

顧客の乗車時間��は，出発時刻��と到着時刻��の差で

あり，式�1	で表される．顧客が目的地まで寄り道をせ

ずに送迎された時間を最短の乗車時間��とし，実際の乗

車時間との差を超過乗車時間
�とする． 

送迎コストは式�5	で表され，走行距離が短く，顧客

にとっての不便さが最小であるほど最適な送迎経路と考

える．コストは多目的関数で表され，各目的に重みづけ

を行う評価パラメータwを与える．第1項は車両の総走

行距離を表し，経路の最短化を図る．第 2項は超過乗車

時間を表し，顧客を最短経路で送迎した場合の乗車時間

と実際の乗車時間の差である．第 3項と第 4項は，それ

ぞれ遅発と早着によるコストを表し，希望時刻と実際の

時刻の差によって表現される．第 5～7項は，第 2～4項

の各項目における標準偏差を表し，顧客間で不便さの偏

りを最小化する． 

送迎コストの最適化では，式�6	から式�9	の制約を満

たす．式�6	は車両が出発地を訪れた後に目的地に向か

うことを示し，式�7	は車両の乗車人数が，車両容量を

超えないように定義している．  

本研究における時間制約は，顧客が希望出発時刻と希

望到着時刻のいずれを選ぶかによって変化する．出発地

からの希望出発時刻を選んだ場合は，希望出発時刻より

実際の出発時刻が早まらないことを式�8	で示す．目的

地への希望到着時刻を選んだ場合は，実際の到着時刻が

希望到着時刻より遅くならないことを式�9	に示す．ま

た，希望出発時刻に対する遅発と希望到着時刻に対する

早着は，最小化されるものとする． 

 

(4) 解法 

モデルの計算を行うために，車両分担の最適化には

GA（遺伝的アルゴリズム），送迎経路の最適化に SA

（焼きなまし法）を使用する．はじめに，車両が送迎を

行う顧客を「1」，送迎を行わない顧客を「0」とする．

図- 1 のように「0，1」で染色体を作成する．図- 1 にお

ける車両①は，顧客No.1，4，5を送迎することを示す． 

車両①の各顧客の出発地と目的地を巡る順番は，SA

によって 2-optを繰り返し，式�5	で算出される送迎コス

トが最も低い経路に決定される．GAでは，式�5	よって

得られた送迎コストが低い個体ほど優れた個体とする． 

 

図- 1 個体の表現例 

 

 

図- 2 解探索のフロー 

 

 

4. 大樹町への適用 

 

(1) 大樹町の需要 

本研究の対象地域は北海道南西に位置する大樹町であ

る．2015年において，総人口は 5,738人，人口密度は 7.0

人/km2，人口増減率は-4.0%，高齢化率は33.9%6)と，高齢

化と過疎化が深刻な地域である．大樹町は酪農者が多い

ため，生産空間としての機能を有している．しかし，酪

農業は土地面積を大きく要するため，地域構造は散居型

であり，人口減少から低密度化が進み，公共交通の利便

性が低下している． 

大樹町の需要データは信夫ら 7)の研究において生成さ

れた 2030年の将来予測交通需要に関する 1日のODデー

タのうち，デマンド交通または送迎によって移動する

OD を用いる．配車サービスは大樹町内の需要を対象と

し，送迎範囲も大樹町内に限定する．モデル内における

大樹町は，人口が存在する 244の 4次メッシュで構成さ

れる．配車の拠点は，大樹町の中心に位置する道の駅

「コスモール大樹」とする．送迎サービスはドア toドア

を想定するが，本研究では 4次メッシュの中心点を発着

地とすることで，大樹町の需要を簡易的に扱う． 

顧客No

⾞両①
⾞両②

⾞両③

1 2 3 4 5 6 7 8 9

1 0 0 1 1 0 0 0 0

0 1 0 0 0 1 1 0 0

0 0 1 0 0 0 0 1 1

開始

初期個体の作成

SA︓最短経路を作成

個体の送迎コストを算出

GA︓世代進化
・エリート選定・交叉・突然変異

ループ回数＞
世代交代上限

Yes

No

終了
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需要における傾向を把握するために，OD を空間的に

表現する．図- 3 は，メッシュ別にトリップ発生数を表

したものであり，大樹町の中心で多くトリップが発生し，

周辺は発生数が低く散布的であることがわかる． 

図- 4は，メッシュ間のOD分布であり，大樹町内の移

動の多くが町の中心に偏っていることが確認できる．ま

た，図- 5 にトリップ発生数を時間帯別に表現する．通

勤・通学時間帯である 8時台に最も集中し，次いで，10

時台，16 時台が多くなっている．大樹町の需要は，空

間的かつ時間的に偏った傾向を持つ． 

 

 

図- 3 大樹町のトリップ発生分布 

 

 

図- 4 大樹町のOD分布 

 

 

図- 5 大樹町の時間帯別需要数 

(2) エリア分割 

本研究では，大樹町を 3～5 分割のデマンドサービス

エリアに分け，計 3ケースの運行計画を検討する．大樹

町のデマンドサービスエリアの分割パターンを図- 6～図

- 8に示す．ケース1は，中心に位置するエリアと，東西

に両断された2つのエリアで構成される(図- 6)．ケース2

は，ケース 1における東側を南北に両断した 4つのエリ 

 

 

図- 6 ケース 1：エリア 3分割 

 

 

図- 7 ケース 2：エリア 4分割 

 

 

図- 8 ケース 3：エリア 5分割 
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アで構成される(図- 7)．ケース 3 は，ケース 2 における

西側を南北に分けた 5つのエリアで構成される(図- 8)． 

大樹町を分割した際に，特に需要が集中している道の

駅「コスモール大樹」周辺の市街地エリアを中心エリア

と定義し，需要の密度が低く，分散的な他のエリアを郊

外エリアとする．したがって，各エリア分割においては，

エリア 1が中心エリア，周囲のエリアが郊外エリアとし

て定義される．また，エリアをまたぐ運行は，需要が多

い中心エリアを発着地とする場合は可能とし，移動需要

が少ない郊外エリア間の場合は不可とする．運行の可否

について詳細を表- 1に示す． 

 

表- 1 エリア間の運行可否 

出発地 目的地 運行可否 

中心エリア 
同じエリア内 〇 

郊外エリア 〇 

郊外エリア 

同じエリア内 〇 

中心エリア 〇 

他の郊外エリア × 

 

(3) パラメータの設定 

式�5	を使用した最適化の過程において，走行距離や

顧客の不便さに関する各項目はトレードオフ関係にある．

これらの項目を比較するには単位が異なるため，各項目

を貨幣換算し，単位を統一する．走行距離は日本バス協

会が公表する日本のバス事業 8)から，走行キロ単位あた

りの燃料油脂費，その他諸経費など走行費用にあたる項

目を使用する．超過乗車時間や希望時刻の違反など顧客

の不便さに関する項目は，顧客の時間損失に繋がると考

える．そのため，毎月勤労統計調査地方調査 9)から，北

海道における勤労者の所得を労働時間で除した単位時間

あたりの価値を使用する．各パラメータ値を表- 2 に示

す． 

 

表- 2 評価パラメータ 

項目 値 単位 

w� 車両の走行距離 206.1 円/km w" 超過乗車時間 

34.4 円/分 

w$ 希望出発時刻に対する遅発 

w% 希望到着時刻に対する早着 

w& 超過乗車時間の標準偏差 

w* 
希望出発時刻に対する 

遅発の標準偏差 

w, 
希望到着時刻に対する 

早着の標準偏差 

 

(4) 結果 

3 ケースをデマンドモデルで解いた結果を以下に示す．

図- 9～図- 11は，各ケースにおける顧客の希望時刻に対

する違反時間と超過乗車時間を，希望時刻帯別に表して

いる．表- 3 は，車両の走行距離や違反時間，需要の捕

捉率などをケース別に示している． 

 

 

図- 9 ケース 1：希望時刻と違反時刻の分布 

 

 

図- 10 ケース 2：希望時刻と違反時刻の分布 

 

 

図- 11 ケース 3：希望時刻と違反時刻の分布 
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表- 3 各ケースの結果 

ケース 1 2 3 

総走行距離 [km] 3958.9 3723.3 3385.5 

超過時間の合計 36:52:34 30:48:04 18:22:58 

遅発時間の合計 29:35:18 26:26:37 18:54:16 

早着時間の合計 31:47:55 36:02:12 29:38:12 

超過時間の平均 0:02:28 0:02:05 0:01:16 

遅発時間の平均 0:04:09 0:03:44 0:02:44 

早着時間の平均 0:04:06 0:04:39 0:03:52 

超過時間の標準偏差 0:05:31 0:05:20 0:03:27 

遅発時間の標準偏差 0:10:57 0:10:09 0:08:58 

早着時間の標準偏差 0:07:31 0:08:21 0:08:47 

車両台数 [台] 50 50 50 

需要捕捉率 [%] 88.4 88.0 86.5 

 

表- 3 において各ケースを比較した場合，エリア分割

が増えるほど各値が改善されている．しかし，需要捕捉

率も減少するため，エリア分割による効果だけでなく，

郊外間エリア運行をキャンセルし，対応する需要が減っ

たことによる影響も含まれる．また，早着時間に関する

項目において，値が悪化する箇所が見られる．ケース 2

で悪化し，ケース 3でケース 1以上に改善される箇所も

あるため，解探索における挙動の不安定さが原因と考え

られる． 

図- 9～図- 11の分布図において，10時～17時の違反時

間が散布的であり，違反時間の差が大きいため，顧客間

の利便性に偏りが生じている可能性がある．表- 3 の各

標準偏差は小さい値を示すが，希望時間帯によってばら

つきに差があり，16 時台が全てのケースにおいて最も

ばらつく傾向にある．16時台は需要が最も集中する 8時

台よりもばらつくため，需要数よりも，トリップの OD

位置が原因になっていると考えられる．本研究では，顧

客間の利便性を平均化するために，違反時間の標準偏差

をコストに考慮しており，評価パラメータは時間価値を

使用している．しかし，標準偏差はばらつきを表す値の

ため，標準偏差に対するパラメータを再検討する必要が

あると考えられる． 

 

 

5. 評価方法 

本研究で検討した 3ケースの比較には，サービスを受

ける需要者と，サービスを提供する供給者の 2者の視点

から評価する必要がある．本章では，結果の値を使用し

た評価方法の構築について説明する． 

4 章の結果は，解探索において使用した項目を示して

おり，その多くが利便性の評価を目的とした時間に関連

するコストや走行距離等である．これらの項目では，デ

マンドサービスの採算性といった供給者の視点からケー

スを評価することができない． 

そのため，1 トリップあたりの利用価格を設定した場

合に求められる運賃収入，車両の運行費用や人件費等の

支出を走行距離や利用者人数から算出し，収支を求める

必要がある．しかし，超過乗車時間といった顧客の損失

時間が小さく，採算性に優れた場合であっても，地域の

限られた需要にしか対応できないサービスは，利便性が

高いとは考えにくい．公共交通手段として機能するには，

地域の広い需要に対応し，利便性と採算性の双方に優れ

る必要がある． 

そこで，地域に適したデマンドサービスの料金設定を

行うとともに，自動運転型デマンド車両にかかる費用を，

類似事例や実証実験を基に推計し，採算性について評価

する．利便性については，顧客がデマンドサービスを利

用する際に発生する所要時間を時間損失と捉え，貨幣換

算によって顧客が負担する不便さを明らかにする．地域

需要の捕捉率については，現存する路線バスによる輸送

量を，自動運転型デマンド交通による輸送量が上回るこ

とを確認する必要がある．大樹町における適用事例につ

いて，以上の評価方法を検討し，その妥当性について検

証する予定である． 

 

 

6. おわりに 

本研究は，北海道大樹町を対象に自動運転型デマンド

交通システムの導入に関する，デマンドモデルの構築と

エリア分割によるケース間比較，評価方法の検討を行っ

た． 

結果として，エリア分割による顧客の利便性，運行効

率の改善効果を示した．しかし，効果の要因には，需要

数が減少したことも含まれるため，さらなる考察が求め

られる．また，解探索において挙動を安定させることが

必要なため，GA と SA における適切なパラメータ値を

検討する．5 章で示した自動運転型デマンド交通システ

ムの具体的な評価手法や，デマンドモデルの改良につい

ては，今後の課題とする． 
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